
- 1 - 

平成５年（行ウ）第４号再処理事業指定処分取消請求事件 

原 告 大下由宮子 外１５７名 

被 告 原子力規制委員会 

令和 3 年（行ウ）第 1 号六ヶ所再処理事業所再処理事業変更許可処分取消請求事件 

原 告 山田清彦 外１０５名 

被 告 国（処分行政庁 原子力規制委員会） 

弁論更新意見書（再処理施設の特徴） 

 

青森地方裁判所民事部御中 

 

２０２３年９月２９日 

 

           原告ら訴訟代理人 

弁 護 士   浅   石   紘   爾 

 

弁 護 士   内   藤       隆 

 

弁 護 士   海   渡   雄   一 

 

弁 護 士   伊   東   良   徳 

 

弁 護 士   中   野   宏   典 

 

再処理施設の危険性（原子力発電所との比較） 

 



- 2 - 

第１ はじめに 

 被告は、新訴答弁書において、再処理施設においては「全ての施設を未臨界状

態に置いている。このため、本件再処理施設において、通常運転時に臨界による

大きな熱エネルギーが発生することはない。またほとんどの施設は、温度摂氏１

００度以下かつ大気圧以下の穏やかな条件で運転される」（答弁書第３の１（３）

ア：答弁書２５ページ）などと述べ、例えば新訴準備書面（２）においても「原

子炉施設は、その運転中、核燃料を安定的な臨界状態に保っており、炉心は高温、

高圧状態にあるため、仮に、外部からの衝撃によって格納容器や炉心等が損傷し

て冷却材が漏えいすれば、炉心溶融に至りかねず、直ちに公衆又は従事者に放射

線障害を及ぼすおそれがあるという特徴を有する一方、本件再処理施設は核分

裂反応を意図的に生じさせてはいないため、施設が高温、高圧状態にはなく、原

子炉施設に比較すると外部からの衝撃によって直ちに公衆又は従事者に放射線

障害を及ぼす事象が生じるおそれは相対的に低い」（被告準備書面（２）第２の

１：同準備書面２５～２６ページ）と主張するなど、折に触れて、再処理施設は

原子力発電所よりも大事故の危険性が低いかのような印象を与えようとしてい

る。 

 これまでの被告の主張に照らし、被告が本日の弁論更新に際しても同様の主

張をすることが予想されるので、原告らの更新弁論の最初に、この点について述

べておきたい。 

 

第２ 原子力施設の危険性の本質 

 原子力施設とは、核分裂性物質（ウラン２３５、プルトニウム２３９等）を含

む放射性物質を扱う施設である。 

 核分裂性物質は、一定量以上集まると連続的に核分裂を継続し（核分裂が連鎖

的に発生し継続する状態を臨界という）、巨大な発熱を生じ、周囲のあらゆるも

のを高熱により融かしたり、周囲に水があれば水蒸気爆発を起こすなど、物理的
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に危険な状態を引き起こす（熱的な問題とは別に核分裂の際の中性子線等の放

射線によっても生物に危険を及ぼす）。また臨界状態が発生・継続することによ

って放射性物質が飛躍的に増大する（核分裂によって生じた核分裂生成物は原

子核が物理的に破壊されて生成した不安定な物質なので安定した物質になるま

で放射線を放出し続ける）。なお、核分裂性物質（特にウラン２３５）に水が加

えられると臨界に達しやすい。 

 放射性物質は（核分裂性物質もその中に含まれる）、時の経過に応じて放射線

を放出して別の元素になる（放射性物質の崩壊という）性質を持っており、放出

された放射線が生物に危険であるとともに、その際に発熱する（その発熱を崩壊

熱という）。 

 これらの核分裂性物質と放射性物質を取り扱う原子力施設においては、核分

裂性物質が臨界状態となることを防ぎ（原子力発電所の場合は臨界状態を制御

し）、核分裂性物質や放射性物質を冷却し続け（発熱により高温となることを防

ぎ）、核分裂性物質や放射性物質が環境中に漏えいしないように施設内に閉じ込

めることが、基本的な対策となる。 

 

第３ 通常工程（使用済み燃料プール以外）の危険性 

 １ 原子力発電所の特徴 

 原子力発電所においては（使用済み燃料プールについては後に述べるのでこ

こでは除外する）、核分裂性物質も放射性物質も、炉心内の核燃料として集中し

ており、基本的に炉心以外には存在しない。 

 原子力発電所においては、放射性物質の大量漏えいという大事故を防止する

ためには、基本的には炉心を守ればいいことになる。そのため、原子力発電所で

は、よく「５重の壁」で守られていると説明される。核分裂性物質・放射性物質

は（漏えいしやすい液体や粉末ではなく）ペレットという円柱状に焼き固められ

（第１の壁）、ジルカロイ合金製の燃料被覆管内に閉じ込められ（第２の壁）、



- 4 - 

分厚い炭素鋼の圧力容器（板厚１５ｃｍ～２０ｃｍ程度）（第３の壁）、鋼鉄製

の格納容器（第４の壁）、鉄筋コンクリートの建屋（第５の壁）に囲まれて、外

部への漏えい防止が図られている。 

 原子力発電所では、核分裂性物質も放射性物質もペレット状に焼き固めて金

属製の燃料被覆管内にある（そして原子炉の炉心内にある）結果、いわゆる「炉

心溶融」が起こらない限り、放射性物質の大量漏えいには至らない。 

 

 ２ 再処理施設の特徴 

 これに対し、再処理施設では、ウランとプルトニウムの抽出という再処理の目

的のために、核燃料の被覆管を剪断し、焼き固められていた核燃料を硝酸溶液に

よって溶解させて液状にした上で取り扱う。すなわち、５重の壁の最初の２つを

意図的に取り払い、環境に漏えいしやすい（同時に臨界になりやすい）液体状で

扱うのである。そして、核分裂性物質・放射性物質を内包する溶液は、様々な工

程の多数の容器・配管に送られる。原子力発電所のように一定範囲に集中してい

るのではなく、広大な施設内の様々な箇所に核分裂性物質・放射性物質が存在し

ているのである。そのため、原子炉とは異なり、再処理施設には圧力容器や格納

容器のような防壁は存在しない（対象箇所があまりにも多すぎて造れないので

ある）。その結果、再処理施設内の核分裂性物質・放射性物質は、容器・配管（厚

さは公表されていないが、せいぜい２ｃｍ程度であろう）と建屋の２重ないし

１．５重の壁しかない状態で扱われている。 

 

 ３ 外部からの衝撃による大事故 

 このことは、外部からの衝撃による建屋の大規模損壊という事態（大地震、航

空機落下等で考えられる）に対しては、原子力発電所ではそのような事態が発生

しても炉心溶融を防ぐことができれば放射性物質の大量漏えいに至らず、大事

故が防げたりまた炉心溶融に至るまでの時間が稼げるが、再処理施設の場合、建



- 5 - 

屋の大規模損壊に至れば（その場合建屋内の容器や配管にも亀裂等が生じる可

能性が高い）直ちに放射性物質の大量漏えいに至り、またそのような危険がある

箇所は原子力発電所のように原子炉建屋に限られず施設のそこここにあるので

ある。 

 

 ４ 施設の運転の異常に起因する大事故 

 外部衝撃による事故に限らず、施設の運転の異常に伴う事故についても、再処

理施設では核分裂性物質・放射性物質が様々なところに存在することから、大事

故に至る危険がある箇所は非常に多く、対策は容易でない。 

 

 (1) 臨界事故 

 被告は、再処理施設では高温高圧ではない状態で運転するので事故に至るま

での進展がゆっくりであるという主張を繰り返しているが、臨界事故では事故

は秒単位で急速に進展しうる。 

 原子力発電所では、臨界の危険性なり制御は炉心についてのみ考えればいい

が、再処理施設では臨界の危険は無数にある。 

 福島事故後、補助参加人が臨界事故の可能性がある箇所の洗い出しを求めら

れてその可能性を認めた機器だけでも２３に上る。自ら臨界事故の可能性を認

めた機器について中性子吸収材の自動供給（臨界収束）装置を設ける対策を渋っ

ていた補助参加人は２０１９年９月２６日の事業者ヒアリングでこの２３機器

について中性子吸収材の自動供給の対策を提案した（甲Ｅ第１４１号証）が、被

告はそこまでの対策は不要として８機器のみについて中性子吸収材の自動供給

をすることで許可した（原告ら準備書面（１８０））。被告は、差止め訴訟への

影響を忖度して事業者に対する規制措置の選択をするという事業者の利益を優

先する姿勢と体質を持ち続けており（関西電力の複数の原発の火山噴火対策に

ついて毎日新聞がスクープした事実につき原告ら準備書面（１７４）及び甲Ｄ第
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３３１号証）、本件再処理施設の臨界事故対策についてもこのような傾向を露わ

にしたものと考えられる。 

 

 (2) 臨界事故以外の事故 

 臨界事故以外の事故については事故に至る進行は原子力発電所に比べれば緩

やかなことが多いと思われる。しかしながら、ここでも、再処理施設においては

核分裂性物質・放射性物質が広範な機器・箇所に存在していることが、異常の検

知や異常への対応を困難にしている。例えば本件再処理施設で、様々な機器につ

いて常時冷却が必要でありそのために設けられている安全冷却水系の異常につ

いて、２０２２年７月２日に補助参加人がその兆候を示すデータを認識してい

ながら長時間にわたって事実が把握できなかったことは、再処理施設の安全維

持の困難さを示していると言うべきである（原告ら準備書面（１９２））。この

ときの様子を見ると、再処理施設では事故の進展が緩やかだなどという被告の

言辞が補助参加人の作業員の油断・弛緩につながっているようにも思えてなら

ない。 

 そして、原子力発電所では、爆発につながる水素は炉心溶融に至らなければ大

量発生することは想定しにくいが、再処理施設では放射性物質が長期にわたり

大量に滞留・貯蔵状態にあるためにあちこちで水素が発生し、各種の機器・容器

類で常時水素掃気を要する。加えて、再処理施設では原子力発電所では用いられ

ない様々な有機溶媒を工程で用いており、その発火・燃焼の危険もある。 

 

 ５ まとめ 

 以上のように、再処理施設においては、原子力発電所と異なり、核分裂性物質

・放射性物質が漏えいしやすい液体状で、しかも様々な容器・配管内に広範に存

在し、特定の箇所を固く守ればよい原子力発電所のような対策ができないこと、

原子力発電所よりも水素の発生、有機溶媒の使用というような爆発・燃焼につな
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がる要因があることなど、事故対策を困難にする要因が多数あり、決して原子力

発電所と比較して危険性が低いなどとは言えないのである。 

 

第４ 使用済み燃料プールについて 

 原子力発電所と再処理施設に共通する設備として使用済み燃料プールがあ

る。原子炉の炉心と比較して、直感的にはその危険性を看取しにくいが、福島事

故の際、近藤駿介原子力委員会委員長が作成した東日本壊滅に至るという「最悪

のシナリオ」で放射性物質放出に最も大きく寄与するとされたのは４号機の使

用済み燃料プールの冷却失敗である。 

 被告は、新訴答弁書において、再処理施設の使用済み燃料プールに受け容れる

使用済み核燃料は原子炉停止後４年が経過した後のものであるから崩壊熱と放

射能が低い旨主張している（答弁書第３の１（３）イ：答弁書２６ページ）。 

 再処理施設の使用済み燃料プールに搬入される使用済み燃料が原子力発電所

内で貯蔵され続けている使用済み燃料よりも冷却期間が長いとは限らない（例

えば福島事故時の４号機の使用済み燃料プール内にあった使用済み燃料１３３

１体のうち４０％程度は４年以上冷却されていたと推定されている）。 

 そして、１体あたりの発熱量と放射能量が原子力発電所内の使用済み燃料よ

りも相対的には低いとしても、再処理施設の使用済み燃料プール内の使用済み

燃料も発熱があり冷却の維持継続が不可欠であることには変わりない。 

 さらに、再処理施設の使用済み燃料プールについて特筆すべきことは、その量

の多さである。本件再処理施設の直近（２０２３年７月）の使用済み燃料貯蔵量

は 1 万２０６９体、ウラン重量で２９６８ｔにも及び、福島事故時の４号機の

使用済み燃料プールと比較して、ウラン重量で１３倍に達する。本件再処理施設

の使用済み燃料プールで核燃料の溶融という事態に至った場合には、福島原発

４号機の場合に比べても遥かに大量の放射能が漏えいすることとなり、「東日本

壊滅」をも超える事態となり得る（甲Ａ第２０号証の試算では、本件再処理施設
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の最大貯蔵容量の３０００ｔ（直近の実貯蔵量にほぼ等しい）に内包される放射

能の１％が漏えいした場合で、青森県の半分が「全数死亡」、東日本全体が「急

性障害」発生域となる）。 

 

以上 


